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マ
ッ
チ
ン
グ
入
会
料
を
補
助

　

結
婚
へ
の
支
援
と
し
て
、
１

対
１
の
出
会
い
を
サ
ポ
ー
ト
す

る
会
員
制
の
お
引
き
合
わ
せ
シ

ス
テ
ム
『
高
知
で
恋
し
よ
!!
マ

ッ
チ
ン
グ
』
。
そ
の
入
会
に
必

要
な
登
録
料
を
補
助
し
ま
す
。

【
対
象
】
マ
ッ
チ
ン
グ
シ
ス
テ

ム
へ
の
新
規
会
員
登
録
者
本
人

※

住
民
基
本
台
帳
に
登
録
さ
れ
て
い

る
市
内
に
住
所
を
有
す
る
方

【
助
成
額
】
対
象
者
が
支
払
っ

た
入
会
登
録
料
と
同
額
を
補
助

【
申
請
期
間
】

平
成
32
年
３
月
31
日
ま
で

【
問
い
合
わ
せ
・
申
請
先
】

定
住
推
進
課
☎
53
・
１
０
６
１

人
権
に
関
す
る
相
談
は

人
権
擁
護
委
員
へ

　

６
月
１
日
は
人
権
擁
護
委
員

の
日
で
す
。
人
権
擁
護
委
員
は
、

差
別
待
遇
、
暴
行
・
虐
待
、
い

じ
め
、
Ｄ
Ｖ
等
、
家
庭
お
よ
び

近
隣
関
係
等
に
お
け
る
人
権
問

題
に
関
す
る
あ
ら
ゆ
る
相
談
を

無
料
・
秘
密
厳
守
で
お
受
け
し

て
い
ま
す
。

◆購入補助
　補 助 率　２分の１（上限１万円）

　申込期限　平成３２年３月１３日（金）

◆取付補助
　補助内容　

　市が無償で作業員を派遣   ※１世帯５台まで

　申込期限

　平成３２年３月２７日（金）

　災害時に使用する持ち運びが可能な簡易

トイレおよび汚物処理に必要な資材の購入

費を補助します。

補 助 率　２分の１（上限１万５千円）

申込期限　平成３２年３月２７日（金）

　昭和５６年５月３１日以前に建築された木

造住宅（２階建て以下）の耐震診断と、改修

設計費用・改修費用の補助を行います。

◆耐震診断
　申 請 者　対象住宅の所有者

　診断費用　無料

　申込期限　平成３２年１月１０日（金）

◆改修設計費補助
　補 助 率　３分の２（上限２０万５千円）

　申込期限　平成３２年１月３１日（金）

◆改修費補助
　補 助 率　１００％（上限１５０万円）

　申込期限　平成３２年１月３１日（金）

※非木造住宅についても補助があります。

　避難路に面したブロック塀などで、地震

等により倒壊する恐れのある塀の撤去、ま

たは安全な塀への改修費用を補助します。

※現地調査を行いますので、事前にご相談ください。

補 助 率　１００％（上限２０万５千円）

申込期限　平成３２年１月３１日（金）

　地震等により倒壊し、被害を及ぼす恐れ

のある、住宅密集地または避難路に面する

老朽住宅の撤去費用を補助します。

※現地調査を行いますので、事前にご相談ください。

補 助 率　１０分の８（上限１６４万５千円)

申込期限　平成３２年１月３１日（金）

　

相
談
日
は
、
毎
月
の
広
報
香

美
に
あ
る
市
民
カ
レ
ン
ダ
ー
を

参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

【
香
美
市
の
人
権
擁
護
委
員
】

◆
土
佐
山
田
町
担
当

　

井
上
俊
一
・
中
山
摩
寿
子

　

中
澤
牧
生
・
村
田
珠
美

　

福
島
勇
二

◆
香
北
町
担
当

　

橋
本
薫
・
半
田
光
子　

◆
物
部
町
担
当

　

岩
越
美
代
・
門
脇
二
三
夫

【
問
い
合
わ
せ
先
】

高
知
地
方
法
務
局
人
権
擁
護
課

☎
０
８
８
・
８
２
２
・
３
５
０
３

香
美
市
戦
没
者
追
悼
式

　
　
　

　

戦
没
者
追
悼
式
を
、
行
い
ま

す
。
参
列
を
希
望
さ
れ
る
方
は
、

次
の
各
地
区
遺
族
会
ま
で
ご
連

絡
を
お
願
い
し
ま
す
。

【
日
時
】

５
月
10
日
（
金
）
14
時
～

【
場
所
】
中
央
公
民
館

【
問
い
合
わ
せ
・
申
込
先
】

福
祉
事
務
所
☎
53

・

３
１
１
７

土
佐
山
田
地
区
（
事
務
局
）

☎
52

・

４
３
０
５

香
北
地
区
（
会
長
・
大
石
綏
子)

☎
59
・
２
２
０
８　

物
部
地
区
（
会
長
・
公
文
寛
伸)

☎
090
・
５
２
７
４
・
０
０
２
５

木造住宅の耐震診断・改修補助

ブロック塀の撤去・改修補助

老朽住宅の撤去費用補助

家具転倒防止金具の購入・取付補助

災害用トイレ等の購入費補助

南海トラフ地震南海トラフ地震に備えようえよう！

高
齢
者
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン

定
期
予
防
接
種

　

高
齢
者
の
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ

ン
の
定
期
接
種
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
に
成
人
用
肺
炎
球
菌

ワ
ク
チ
ン
を
接
種
し
た
こ
と
の

な
い
65
歳
以
上
の
方
を
対
象
に
、

接
種
費
用
の
一
部
を
公
費
で
負

担
す
る
制
度
が
あ
り
ま
し
た
が
、

５
年
間
延
長
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。

　

対
象
者
は
、
そ
の
年
度
に
65
歳
、

70
歳
、
75
歳
、
80
歳
、
85
歳
、

90
歳
、
95
歳
、
100
歳
に
達
す
る

方
で
す
。

※

平
成
31
年
度
の
対
象
者
に
は
、
す

で
に
個
別
の
ご
案
内
を
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
次
に
該
当
す
る
方
で
、

今
ま
で
に
こ
の
ワ
ク
チ
ン
接
種

を
受
け
て
い
な
い
方
は
、
定
期

接
種
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

　

詳
し
く
は
、
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

◆
60
歳
以
上
65
歳
未
満
で
、
心

　

臓
、
腎
臓
ま
た
は
呼
吸
器
の

　

機
能
障
害
お
よ
び
ヒ
ト
免
疫

　

不
全
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
免
疫

　

機
能
障
害
に
よ
り
、
日
常
生

　

活
が
極
度
に
制
限
さ
れ
る
障

　

害
の
あ
る
方

【
問
い
合
わ
せ
先
】

健
康
介
護
支
援
課
親
子
す
こ
や

か
班　

☎
52・

９
２
８
１

障
害
者
福
祉
医
療
費
の

助
成
制
度

　

こ
の
制
度
は
、
重
度
心
身
障

害
児
（
者
）
の
方
の
、
保
健
の

向
上
と
福
祉
の
増
進
を
図
る
こ

と
を
目
的
に
、
保
険
診
療
の
自

己
負
担
分
を
助
成
す
る
制
度
で

す
。 

【
対
象
者
】

◆
重
度
心
身
障
害
児(

者)

の
方

・
身
体
障
害
者
手
帳
の
１
級
ま

　

た
は
２
級
を
お
持
ち
の
方

・
療
育
手
帳
の
A1
ま
た
は
A2
を

　

お
持
ち
の
方

・
18
歳
未
満
の
児
童
で
、
身
体

　

障
害
者
手
帳
の
３
級
ま
た
は

　

４
級
を
持
ち
、
療
育
手
帳
の

　

B1
を
お
持
ち
の
方

◆
所
得
制
限
等

　

65
歳
以
上
で
、
平
成
15
年
10

月
１
日
以
降
、
新
た
に
手
帳
の

交
付
を
受
け
た
方
は
、
住
民
税

非
課
税
世
帯
の
方
の
み
が
対
象
。

※

65
歳
未
満
の
方
、
ま
た
は
65
歳
以

上
で
平
成
15
年
９
月
30
日
以
前
に
対

象
と
な
る
級
の
手
帳
の
交
付
を
受
け

た
方
は
所
得
制
限
は
あ
り
ま
せ
ん
。

※いずれの事業も予算に達し次第、締め切り。

　申請書はＨＰからダウンロードできます。

問い合わせ・申込先

防災対策課　☎５２－８００８

南海トラフ地震南海トラフ地震に備えようえよう！

そ　
の　

他

【
申
請
方
法
】
次
の
①
～
③
を

持
参
し
、
窓
口
で
申
請
。

①
身
体
障
害
者
手
帳
ま
た
は
療

育
手
帳 

②
健
康
保
険
証 

③
認
印

【
現
在
１
年
ご
と
更
新
の
方
】

６
月
末
で
有
効
期
限
が
切
れ
ま

す
。
引
き
続
き
助
成
を
希
望
す

る
方
は
、
所
得
判
定
に
よ
る
資

格
の
更
新
を
行
い
ま
す
の
で
、

６
月
中
に
①
～
③
を
持
参
し
、

手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

【
問
い
合
わ
せ
・
申
請
先
】

市
民
保
険
課
保
険
班

☎
53

・

３
１
１
５

香
北
支
所
☎
59
・
２
３
１
１

物
部
支
所
☎
58
・
３
１
１
１

　平成３１年度の国保税率等を見直しました。そ

のため、多くの方の増額が見込まれます。

　国保税は国保を支える大切な財源です。被保険

者の皆さんのご理解とご協力をお願いします。

※課税標準額＝前年中の所得金額－３３万円（基礎控除）

◆平成３１年度の国保税率

【税率を見直した理由】

　平成３０年度から国保の財政運営の責任主体が

県になり、必要な費用（納付金（※））を決定

し、市は県に納付金を納めています。

　市では、平成３０年度は資産割を廃止し、均等

割の増額と基金（国保の貯金）で県へ支払う納付

金の不足分を賄いました。平成３１年度は県が決

定した納付金の額が大幅に上がったため、基金 【問い合わせ先】市民保険課保険班　☎５３－３１１５

平成３１年度国民健康保険税率が変わります平成３１年度国民健康保険税率が変わります

区分

所得割

均等割

平等割

最高額

課税の基礎

 課税標準額（※）

被保険者１人あたり

１世帯あたり

１世帯あたり

改正前

６.３％

２２，５００円

１５，５００円

５４万円

改正前

２.０％

７，２００円

６，０００円

１９万円

改正前

２.０％

７，０００円

６，０００円

１６万円

改正後

３.０％

８，４００円

８，０００円

１９万円

改正後

２.４％

９，０００円

７，０００円

１６万円

改正後

８.５％

２６，４００円

２０，０００円

６１万円

税　　　　　　率

医療分 後期高齢者支援金分
介護保険分

（４０～６４歳）

残額では同程度の手当てを続けることが難しくなり

ました。

※納付金・・・各市町村の医療費等に充てられます。

【今後の税率について】

　安定的な財政運営を図るため、県より示される標

準保険税率を参考に、必要に応じて見直しを行いま

す。

　所得によっては、均等割･平等割の７割、５割、

２割を軽減する制度があります。また、災害や病

気等で国保税の納付が困難な場合、申請により減

免される場合があります。


